
防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備計画

（平成３０年１月更新）



防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備計画

「日本再興戦略２０１６」（平成28年６月２日閣議決定）及び「世界最先端IT国家創造宣言」（平成28
年５月20日閣議決定）※に基づいて、平成28年12月に策定した「防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備
計画」（以下「整備計画」という。）について、地方公共団体に対する直近の調査結果を踏まえ更新
する。

※ 「日本再興戦略2016」（平成28年６月２日閣議決定）及び「世界最先端IT国家創造宣言」（平成28年５月20日閣議決定）抄
外国人旅行者等が観光・災害時にも利用しやすいWi-Fi環境を実現するため、2020年までに主要な観光・防災拠点に

おける重点整備箇所（避難所・避難場所に指定された学校等を含む（推計29,000箇所（※１）））について、国が本年中に作
成する整備計画（※２）に基づき、無料Wi-Fi環境の整備を推進する。
（※１ 箇所数は今後更に精査） （※２ 今後、毎年度改定を予定）

○平成２８年１２月 ・「防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備計画」を公表。
・平成３１年度までのＷｉ－Ｆｉ環境の整備目標数として、約３万箇所を設定。

○平成29年４月～ ・各地方公共団体等において、「整備計画」に基づき、Wi-Fi環境の整備を推進。

○平成２９年１０月 ・「整備計画」の進捗状況を把握するために地方公共団体への調査を実施。
・その際、避難所等におけるＷｉ－Ｆｉ環境について、避難距離や時間を考慮
した整備の必要性を改めて周知し、整備箇所の均てん化や見直しを実施。

○平成３０年 １月 ・ 「整備計画」の更新を公表。

更新の経緯と概要
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防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備計画

防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備について、

① 災害発生以降、災害の危険性がなくなるまで滞在し避難生活を送る避難所・避難場所
② 被災場所として想定され、災害対応の強化が望まれる公的な拠点

などにおいて、整備箇所数、整備時期などを示す「整備計画」に基づき整備を着実に実施す
ることで、災害時の必要な情報伝達手段を確保する。なお、平時においては、観光関連情報
の収集、教育での活用などにより利便性の向上を図る。

平成３１年度までの整備目標数※として、約３万箇所（整備済みを含む。）を設定。
※ 国による支援を活用した整備、地方財政措置を活用した整備、自主的な整備等の箇所数

【内訳】
• 避難所・避難場所（学校、市民センター、公民館等）のうち、地域の面積・人口などを勘案して設定

⇒ 【約2.2万箇所】
• 官公署のうち、地方公共団体本庁舎及び主要な支庁舎の数を勘案して設定

⇒ 【約0.4万箇所】
• 地方公共団体が運営する拠点の数を勘案して設定（博物館、文化財、自然・都市公園、案内所）

⇒ 【約0.4万箇所】

1. 「整備計画」の主旨

2. 整備目標数（３か年）
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ア． 都道府県や、協議会（地方公共団体や民間事業者等により構成）等において、官民の役割
分担を十分調整した上で、地方公共団体等が主体となって整備を実施。

イ． その際、財政力指数が０．８（３か年の平均値）以下又は条件不利地域※１の団体について、
事業効果の観点から整備が進みにくい箇所から優先して、国による支援（公衆無線LAN環境
整備支援事業※２）を実施。
※１ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯
※２ 補助率は１／２（財政力指数が0.4以下かつ条件不利地域の市町村については２／３補助）

ウ． 上記イ以外の団体においても、地方財政措置を活用した整備や民間事業者等と協調した
自主的な整備等により、整備の推進を図る。

「整備計画」は、各年度、その進捗状況を把握し更新する。

① 防災拠点（避難所・避難場所に指定された学校、市民
センター、公民館等、官公署）

② 被災場所として想定され、災害対応の強化が望まれる
公的な拠点（博物館、文化財、自然・都市公園、案内所）

 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条の４
第１項の規定により指定された避難場所

 災害対策基本法第４９条の７第１項の規定により指定され
た避難所

 地方公共団体本庁舎及び主要な支庁舎 等

 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する
博物館

 文化財保護法（昭和２５年法律第２０４号）第２７条第１項の規
定により指定された重要文化財のうち有形文化財

 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条第１項に規定す
る自然公園内に設置される施設

 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条第１項第２号に規
定する公園又は緑地

 地方公共団体が設置又は運営する観光案内所 等

3. 「整備計画」の対象範囲（主なもの）

4. 「整備計画」に基づく整備の実施

5. 「整備計画」の更新
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防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備状況・整備予定

 地方公共団体への調査の結果（平成29年10月時点）、新規整備分に加えて、災害時に利活
用できる既存整備分の把握が進み、約２．１万箇所が整備済みとなった（整備済み率70％）。
※ 平成28年10月調査時点では、整備予定は約1.6万箇所で、整備済みは約1.4万箇所。

 今後、残りの約9,000箇所について、「整備計画」に基づき、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備を推進。

重点整備箇所数
（平成３１年までに整備

予定の推計値）
「日本再興戦略２０１６」

推計２．９万箇所

整備予定

約９，０００箇所

約２．１万箇所

整備予定別内訳
総計 約３万箇所

（地方公共団体への調査結果） ①防災拠点
・避難所・避難場所

（学校、市民センター、公民館等）
・官公署

約８，４００
箇所

②被災場所として想定される公的拠点
・博物館
・文化財
・自然・都市公園
・案内所

約６００箇所

【支援施策】

• 公衆無線LAN環境整備支援事業

• 地方財政措置を活用した整備 等

整備済み
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防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備の進め方

 各地方公共団体への直近の調査結果では、平成31年度までに約3.2万箇所について整備意向が示さ
れているが、平成29年度における新規の整備状況等を踏まえ、全国における平成31年度までの整備目
標数は、引き続き、約３万箇所とし、その達成を図る※１。

※１ まずは、約３万箇所の整備目標数の達成を目指すこととし、その後の整備の在り方については、「整備計画」の進

捗状況を踏まえ、必要に応じて検討

 平成29年度は2,512箇所の新規整備にとどまっており、平成30，31年度においては整備※２の加速化が
必要。平成２９年度実績を踏まえ、整備機運が広まることを期し、平成30，31年度に整備箇所を割り振り。

※２ 国による支援を活用した整備、地方財政措置を活用した整備、自主的な整備 等
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都道府県別 整備意向数及び整備済み数（グラフ）

※１ 平成29年10月現在 ※２平成29年度に整備予定の箇所は「整備済み」として計上 p.６
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都道府県別 整備意向数及び整備済み数（詳細）

※１ 平成29年10月現在 ※３ 実施率＝整備済み数／（整備済み数＋整備意向数）
※２ 平成29年度に整備予定の箇所は「整備済み」として計上
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ア 事業主体：財政力指数が０．８以下（３か年の平均値）又は条件不利地域（※）の

普通地方公共団体・第三セクター

※ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯

イ 対象拠点：最大収容者数や利用者数が一定以下の

①防災拠点：避難所・避難場所（学校、市民センター、公民館等）、官公署

②被災場所と想定され災害対応の強化が望まれる公的拠点：博物館、文化財、自然公園 等

ウ 補助対象：無線アクセス装置、制御装置、電源設備、伝送路設備等を整備する場合に必要な費用 等

エ 補 助 率：１／２（財政力指数が０．４以下かつ条件不利地域の市町村については２／３）

公衆無線LAN環境整備支援事業

（億円）当初予算額

Ｈ28年度 Ｈ29年度
Ｈ30年度

予算案

－ 31.9 14.3

伝送路設備

制御装置
（センター設備等）

無線アクセス装置
（IEEE802.11ac対応Wi-Fi）

電源装置

イメージ図

○ 防災の観点から、防災拠点（避難所・避難場所、官公署）及び被災場所として想定され災害対応の強化が
望まれる公的拠点（博物館、文化財、自然公園等）における公衆無線LAN（Wi-Fi）環境の整備を行う地方
公共団体等に対し、その費用の一部を補助する。

Wi-Fiのメリットとして、災害時には、携帯電話等が輻輳のために利
用できない場合でも、情報収集が可能

ラジオや防災行政無線等の片方向の情報伝達手段と異なり、被災
者のニーズに応じた情報収集が可能

避難所・避難場所 官公署

文化財 観光案内所自然公園・都市公園 博物館

防災拠点、災害対応の強化が望まれる公的拠点
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公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業（国庫補助事業）
○ 活用可能な地方債（国庫補助に伴う地方負担分）

・ 過疎市町村・・・ 過疎対策事業債 （充当率１００％、交付税算入率７０％）

・ 辺地を有する市町村・・・ 辺地対策事業債 （充当率１００％、交付税算入率８０％）

・ その他の市町村・・・ 一般補助施設整備等事業債 （充当率７５％、交付税算入なし）

・ 都道府県・・・ 公共事業等債 （充当率９０％、交付税算入率２０％）

普通地方公共団体の負担イメージ

・ 補助率１／２の場合 ・ 補助率２／３の場合

国庫補助率１／２ 都道府県・市町村負担率１／２ 国庫補助率２／３ 市町村負担率１／３

地方債 地方債

※ 第三セクターは１／２の国庫補助のみ

緊急防災・減災事業債（地方単独事業）

○ 指定避難所における避難者の生活環境の改善のために実施する施設整備事業
（Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備を含む）

地方公共団体の負担イメージ

過疎債・辺地債等 過疎債・辺地債等国庫補助 国庫補助

Wi-Fi環境の整備に関する地方債

（交付税算入率７０％）

緊急防災・減災事業債 充当率１００％

p.９


